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NYマーケットレポート（2015年 5月 25日) 
ドイツや英国市場の休場に加え、米国市場も Memorial Day（メモリアルデー）で、主要市場が休場となったことから、取引材料に乏しく、全

般的に主要通貨は小動きの展開が続いた。また、一部オープンしていた欧州株式市場では、支援協議が難航しているギリシャや、統一地

方選で反緊縮を掲げる政党が躍進したスペインの株価の下落が目立っていた。 

 
(出所：ＳＢＩＬＭ) 



 

                       
 

2 
 

NY 市場レポート 
 
21：00 
ドル/円 121.55  ユーロ/円 133.40  ユーロ/ドル 1.0977 
 
21：00 
欧州株式市場・米株価指数先物 

欧州主要株価 株価 前日比 米株価先物 株価 前日比  

英 FT100 休 場  ダウ 
先物ミニ 18202 -22  

 

仏 CAC40 5100.43 -42.46 S&P 
500 ミニ 2120.25 -4.25  

 

独 DAX 休 場  NASDAQ 
100 ミニ 4521.25 -7.50  

 
(出所：ＳＢＩＬＭ) 

＊独市場は Whit Monday、英国市場は Spring Bank Holidayで休場 

 

 

本日の米国市場は、Memorial Dayで休場。  

 

Memorial Day（メモリアルデー） 

メモリアルデーは、戦没将兵追悼記念日と呼ばれ、夜明けから正午まで星条旗の半旗を掲げる。南北戦争で亡くな

った兵士を追悼することから始まり、今では第一次世界大戦の後のあらゆる戦争でアメリカのために戦った兵士を

追悼する日となった。多くの人は、この日墓地や記念碑を訪れる。また各地の墓地などでは追悼式も行われる。 

 

 

22：00 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

4月メキシコ貿易収支 -8530万USD（予想 -2600万USD・前回 4億 7980万 USD） 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 
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≪ポイント≫  

 

メスター・クリーブランド連銀総裁は、アイスランド・レイキャビクで講演、FOMCは事実上のゼロ金利政策といっ

た「非伝統的な金融政策のリスクを認識している」とした。大量の金融資産購入やゼロ金利が市場の値決めに影響

を与え、高リスク投資を助長したりすることを通じて金融安定への潜在的なリスクになるとした。 

 

また、金融規制改革の一環として進む、巨大金融機関に経営危機時に備えた事前の清算計画策定を義務づける「遺

言条項」に関し、どれだけ効果を発揮できるのか判断するにはまだ早すぎると指摘。市場からの圧力や効率性の追

求によって銀行の巨大化が進む限りは効果に「懐疑的」だとした。 

 

 

23：00 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

1Qメキシコ経常収支 -94億4600万 USD（予想 -70億9200万USD・前回 -53億 1000万 USD） 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 

 

≪海外の話題≫ 

 

アフリカ開発銀行は、アフリカ経済に関する年次報告を発表し、輸出需要の高まりを背景に成長率が2015年に4.5％、

2016年には 5％と世界的経済危機前以来の水準に回復するとの見通しを示した。海外直接投資やポートフォリオ投

資の増加に支援され、資金流入額は約+7％の1930億ドルになるとしている。開発銀の概算によると、2014年のアフ

リカの成長率は3.9％。2007年の経済危機以前の数年の成長率は平均5-7％だった。2015年の海外直接投資は2014

年の 495億ドル（概算）から増加し、552億ドルに達する見通し。2015年のポートフォリオ投資は、2014年の 135

億ドル（概算）から 36％以上増加して 184億ドルになる見込み。 

 

 

≪欧州のポイント≫  

 

①ギリシャ政府報道官は、来月 5日に期限を迎えるIMF（国際通貨基金）への融資返済について、ギリシャ政府には

返済義務があるが、資金が不足しており、債権団との可能な限り早期の合意が必要だとの見解をあらためて示した。

報道官は、政府として全力を尽くすが、支援の再開が必要だと主張。「ギリシャが抱えている流動性の問題を踏ま

えれば、ユーロ圏とのできる限り早期の合意が絶対に必要だ」と述べた。報道官は近い時期の合意が可能だと発言、

来月初旬までに合意が成立する可能性があるとの認識を示した。ただ、EU、IMFとの交渉では、付加価値税増税、年

金・労働改革、基礎的財政収支の黒字目標引き下げについてまだ合意が成立していないことを認めた。 

 

②トルコの世論調査によると、6月7日に実施されるトルコ国会の総選挙では、エルドアン大統領が実権を握る与

党・公正発展党の得票率が41％と、過半数を下回る見通し。最大野党の共和人民党は26％、民族主義者行動党は

18.1％と予想されている。一方、クルド系政党、国民民主主義党の支持率は伸びており、得票率は、議席数確保に
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必要な水準を上回り、10.4％に達するとみられる。トルコでは、得票率が10％に満たない政党には議席を認めない

制限条項がある。 

 

③ポーランド大統領選挙は、決選投票が行われ、最大野党の右派「法と正義」のアンジェイ・ドゥダ候補（43）が

初当選を果たす見通しとなり、勝利宣言した。「法と正義」は、欧州統合の推進に批判的で、EUとの摩擦が増える

可能性がある。主要メディアの出口調査によると、ドゥダ氏は得票率53％を獲得。再選を目指した中道右派「市民

プラットフォーム」のブロニスワフ・コモロフスキ大統領（62）は47％だった。ドゥダ氏は、EUの欧州議員。変革

を掲げ、低所得層などから中道右派政権への批判票を集めた。ポーランドでは、大統領が法案の拒否権を持つなど

一定の権限を持つ。   

 

 

欧州主要株価 終値 前日比 

英 FT100 休 場  
仏 CAC40 5117.17 -25.72 
独 DAX 休 場  

ストック欧州 600 指数 406.56 -1.18 
ユーロファースト 300 指数 1616.07 -1.84 
スペイン IBEX35 指数 11322.30 -231.90 

イタリア FTSE MIB 指数 23285.11 -496.67 
南ア アフリカ全株指数 53985.66 -69.72 

(出所：ＳＢＩＬＭ) 
 

≪欧州株式市場≫ 

 

欧州株式市場は、独英など主要市場が休場のため薄商いとなるなか、特に支援協議が難航しているギリシャのほか、

統一地方選で反緊縮を掲げる政党が躍進したスペインの株価下落が目立った。イタリアのFTSE・MIB指数は2.1％安、

ギリシャのATG株価指数は3.1％安、スペインのIBEX株価指数は 2.0％安。 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 
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1：00 

米主要株価・中盤 

 

 

1：20 

≪ 要人発言 ≫ 

フィッシャーFRB副議長 

 

・「金利が正常な水準に戻るのに複数年かかる」 

・「ユーロ圏の存続を合理的に確信」 

・「早期・緩慢利上げと先送り・急激利上げの間で議論」 

 

 

2：50 

カナダ財務省当局者  

 

・「G7は、過去数カ月の為替相場の動向を協議」 

・「為替相場の動き、世界経済の動向をかなり反映」 

・「G7は、最近のドルとユーロの動きによる世界経済への影響を精査へ」 

 

 

主要通貨 NY 終値 NY 高値 NY 安値 

USD/JPY 121.55  121.55  121.46  
EUR/JPY 133.44  133.51  133.25  
GBP/JPY 188.02  188.12  187.81  
AUD/JPY 95.10  95.17  95.04  
NZD/JPY 88.85  88.88  88.77  
EUR/USD 1.0979  1.0992  1.0968  
AUD/USD 0.7824  0.7835  0.7822  

(出所：ＳＢＩＬＭ) 
 

≪外国為替市場≫ 

 

外国為替市場は、米国市場など、主要市場が休場となったことから、主要通貨が全般的に小動きの展開が続いた。 
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(出所：ブルームバーグ) 

 

 
 (出所：ブルームバーグ) 
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